
- 11 - 

 

編 入 学 案 内 
 

 

１ 高等専門学校制度と目的 
 

高等専門学校は、技術者になろうとする人たちのための高等教育機関で、昭和３６年に学校教

育法の改正によって創設されました。 

科学技術の急速な発展に適応できる、高度な知識と実践的な技術を身につけた技術者を育成す

ることを目的としています。現在、全国に５８校（国立５１校、公立３校、私立４校）が設置さ

れています。 

高等専門学校には、次のような特長があります。 

(1) 本科では、５年間の一貫した教育により一般教育と専門教育を効果的に配置し、効率よ

く教育を行っています。本科卒業後さらに勉学を続けたい人のために、高等専門学校専攻

科への進学の途が用意されています。また、長岡技術科学大学・豊橋技術科学大学及び大

学の工学部等に編入学する道も開かれています。 

(2) 理論的な基礎とともに、実践的な技術の習得を目指し、実験・実習及び卒業研究を重視

しています。 

(3) 実験・実習等については少人数編成によって教育効果の向上を図っています。 

 

 

２ 新居浜工業高等専門学校の特色 
 

本校は、昭和３７年度に国立高専の第一期校として設立され、国立高専５１校の中でもっとも歴

史の古い、規模の大きい学校です。本校には、機械工学科、電気情報工学科、電子制御工学科、生

物応用化学科及び環境材料工学科の５学科があり、学級担任やアドバイザーもおかれていて、教員

とのマン・ツー・マンでの触れ合いの機会も多く、しかも環境のよい場所で充実した教育を行って

います。また、平成４ 年度に高専卒業後より高度な教育と研究指導が受けられる修業年限２年の

「専攻科」が設置されました。 

本校の教育理念は、「知恵・行動力・信頼」であり、学びと体験を通じて、未来を切り拓く知恵

と行動力を持った信頼される技術者を育てるため、次のことを教育目標としています。 

(1) 体験教育を通して、自主性、責任感及び自己学習能力を養う。 

(2) 課題発見と問題解決のための確かな知識、豊かな感性及び実践力を養う。 

(3) 豊かな教養と技術者としての倫理観を養い、社会に貢献できる広い視野を育む。 

さらに、専攻科の教育目標には次のことを加えています。 

(4) リーダーとして信頼される資質・能力を高め、国際的なコミュニケーション能力を伸長

する。 

(5) 創造的な技術開発能力と総合的な判断能力を養う。 

本校では、これまでに６０回の卒業生及び３３回の専攻科修了生が巣立ち、国内や海外で第一

線の技術者として活躍し、高い評価を得ています。 
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３ 学科とその概要 

 

〔 機械工学科 〕 

機械工学科では、多様な社会のニーズに対応できる創造性豊かな実践的技術者となる人材を

育成するために、専門的知識や口頭・文章表現力などの「学力」と、自己啓発・自己管理・積

極性などの「人間力」をともに重視しています。そして創造力及びそれを具現化するための高

い応用力を備えた、新しいことに挑戦できる人材を育成することを目標としています。 

機械工学科の４年生に編入学すると、工業高校で学んだ基礎知識を基に、材料力学、熱力学、

水力学、機械力学などの機械に関する専門科目の他に、計測工学、制御工学、メカトロニクス、

電気工学などの周辺科目を学ぶことにより、現在の社会ニーズに対応した知識を修得すること

ができます。 

また、実技においては、工業高校で学んだ工作実習や機械製図を基に、設計製図、工学実

験、その応用となる創造設計や卒業研究、企業でのインターンシップなどの実験実習科目に多

くの時間を割り当てています。 

このように理論と実際の両面を網羅することにより、バランスのとれた実践的技術者となる

人材育成に努めています。 

 

 

〔 電気情報工学科 〕 

現在、電気・情報技術は、家庭用電気製品、交通機関、放送・通信施設、医療施設、コンピ

ュータ・情報処理、産業用動力、自動制御、海洋開発、宇宙開発など、我々の日常生活や産業

のあらゆる方面で重要な役割を果たしながら、さらに発展しています。このことから、電気・

情報技術は、２１世紀を支える最も重要な柱といえるでしょう。 

電気情報工学科の４年生に編入学すると、主に電気について学ぶ電気工学コースと、主に情

報について学ぶ情報工学コースのどちらかに分かれて学習します。４、５年生の専門科目の授

業には、コース別に分かれて受講する科目は３０％で、残りのほとんどの科目は共通に受講す

る科目です。この共通科目には、電気系の科目もあれば情報系の科目もあります。したがっ

て、電気工学コースを選べば、情報系のこともわかる電気技術者となることができます。一方、

情報工学コースを選べば、電気系のこともわかる情報技術者となることができます。このよう

な技術はあらゆる産業の基礎となっていることから、当学科の卒業生は、景気の変動にほとん

ど影響されることなく電気・電子・コンピュータ関係の会社はいうまでもなく、機械、化学、

建築など多方面の会社から求められています。実際、卒業生はこれら多くの会社で活躍してお

り、さらに専攻科や大学へ進学するなどして各方面で厚い信頼を受けています。 
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〔 電子制御工学科 〕 

電子制御技術は、マイクロコンピュータと半導体集積回路の急速な小型・高性能化により社会

のあらゆる分野に浸透し、携帯電話、パソコンからロボットや各種制御装置、交通・金融・情報

通信機関のコンピュータネットワークに至るまで、ほとんどの機器やシステムの中心的役割を果

たしています。今後も、より豊かな社会の実現を目指して電子制御という知的技術の発展が期待

されています。 

電子制御工学科では、これらの技術的・社会的背景を的確に把握でき、環境問題にも配慮して、

集積回路やコンピュータだけでなく、それが制御するシステム全体を総合的に理解し、設計・運

用することのできる実践的技術者を育成することを目標としています。 

本学科では、電気基礎、電気磁気学、電子回路、ディジタル回路、情報処理などの基礎科目を

はじめとして、電子計算機、情報工学、制御工学、電子計測、メカトロニクスなどコンピュータ

やロボットに関する高度な知識や技術を修得することができます。特に、マイクロコンピュータ

を応用した電子制御システムの設計能力を身につけるとともに、コンピュータやネットワーク技

術を自由に駆使できる技術者の育成を目標とした実験・実習・卒業研究などに力をいれています。

また、社会的体験をするために工場見学・インターンシップ・研修などの機会も設けています。 

卒業後は、電機、情報通信、電力関係などの多方面の企業に就職しています。大手をはじめと

して各企業に高い就職率を誇っています。 

進学希望者は専攻科や大学の工学系学部へ進学しています。 

 

 

〔 生物応用化学科 〕 

化学技術は、人間の衣・食・住にかかわる様々な製品を生み出し、私たちの文明生活をささえ

ています。一方、更なる化学技術の発展には、化学の知識に加えて、化学の視点から生命現象を

捉える生物工学（バイオテクノロジー）の知識が必要となってきています。生物応用化学科では、

化学と生物工学に関する学習を通して、今後の化学産業の発展に貢献できる技術者の養成に努め

ています。 

生物応用化学科の４年生に編入学すると、応用化学コース（材料物性化学や応用化学実験など

の工業化学に関する専門知識を習得する）と生物工学コース（分子生物学や生物工学実験などの

生物工学に関する専門知識を習得する）のどちらかを選択できます。また、４、５年生の授業に

はコース別の科目以外に多くの共通科目があり、どちらのコースを選択しても応用化学と生物工

学及び他の関連工学分野の専門知識や実験技術を習得し、幅広い創造・応用の能力を身につける

ことになります。さらに、５年生の卒業研究では、学生ごとに異なる研究テーマについて、指導

教員とともに１年をかけて研究に取り組みます。 

卒業後は、化学・バイオ（化成品、電池、化粧品、繊維、製紙、食品、製薬）および環境分析

などの分野の企業に就職しています。一方、さらに専門を深く学びたい学生は、本校の専攻科、

または大学の化学系及び生物系の学科の３年次に進学することができます。 
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〔 環境材料工学科 〕 

現在の産業界では、エネルギー資源、エレクトロニクス、工業材料分野が２１世紀の文明を発

展させる三本柱と考えられています。半導体、光ファイバー、光触媒、バイオマテリアル、超伝

導材料など最先端技術を支える基礎となっているのは材料です。材料工学とは、材料の本質を

明らかにして、新しい材料の開発を目指す学問分野です。 

環境材料工学科では従来の金属材料、無機材料および有機材料とともに、ファインセラミッ

クス、高機能性高分子材料、合金材料およびそれらを組み合わせた複合材料のような新素材を

含めて材料全般に共通する製造・加工・構造・物性などの基礎理論を勉強するとともに、機械

工学、電気工学など関連分野の学習にも重点を置いています。さらに、実験・実習の充実によ

り理論と現象の理解が深まるように教育課程を編成しています。また、インターンシップによ

って現場での理解を深め、卒業研究を通じて問題解決能力を養い、材料工学の観点から環境を

考慮した「ものづくり」ができる技術者の育成を目指します。 

環境材料工学科を卒業すれば、電子・電子機器、精密機器、金属、自動車、化学工業、石油、

窯業、建築、情報などのあらゆる分野の産業界で活躍できます。 

さらに、専門性を高めたい学生は、本校専攻科や大学の材料系や工学系の学科へ進学してい

ます。 

 

 

４ 学 寮 生 活 
 

本校の学寮は、共同生活を営むことによって、人間形成を図ることを目的としています。通

学時間等を考慮して入寮が許可されます。 

寮の運営は、寮務主事・主事補及び寮務委員の教員、さらに事務組織により円滑に行われて

います。４年生以上は個室で、机、本棚、ベッド、ロッカー等が備え付けられます。 

ただし、編入学生は前期中間試験終了日まで、３年生以下と同じ日課で生活してもらいます。 

 

５ 入 学 手 続 
 

合格者は、別途送付する入学手続の案内により、入学料・授業料とともに入学手続きを行う

ことになります。
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６ 所要経費（予定額） 
 

 

（単価：円）

 

項 目 入学時所要額 １０月時所要額 計 備考 

入 学 料 84,600     84,600   

授 業 料 117,300  117,300  234,600   

(独)日本スポーツ振興 

センター共済掛金 
1,550   1,550    年額 

後援会入会金 10,000   10,000  入学時のみ必要 

後 援 会 費 9,000  9,000  18,000  年額 

学生会入会金 2,000   2,000  入学時のみ必要 

学 生 会 費 3,500  3,000  6,500  年額 

学 園 祭 費 1,000  1,000  2,000  年額 

同 窓 会 費 7,500   7,500  入学時のみ必要 

計 236,450  130,300  366,750   

そのほかに教科書費が６０，０００円程度必要です。 

（注）(1) 在学中に授業料の改定が行われた場合には、改定時から新授業料が適用さ
れます。 

(2) 入寮する場合は入寮時に、上記の経費以外に約６０，０００円（内訳は以
下のとおり）が必要です。 

・寄宿料（前期分） ・入寮費（入寮時のみ） ・学寮運営費（前期分） 

・寮生会費（前期分） 
また、毎月約３５，０００円の食費・食堂経費が別途必要です。 

（食費・食堂経費は、物価等に応じて変更となる場合があります。） 

(3) 経費引落し時には、別途口座振替手数料６６円が必要になります。 

 

７ 高等教育の修学支援新制度 

「大学等における修学の支援に関する法律」に基づき、本校でも本科４、５年生及び専攻科生

（本科４年生以降に、休学理由以外で留年した学生は除く。）のうち、認定要件を満たす、住民

税非課税世帯、住民税非課税世帯に準ずる世帯及び多子世帯の学生は、以下の支援を受けること

ができます。詳細については、編入学後にお知らせします。 

(1) 授業料及び入学料の減額・免除 

(2) 独立行政法人日本学生支援機構（以下「日本学生支援機構」という。）の給付型奨学金

の受給 

※ただし、学業成績の基準を満たさなくなった場合には支援が打ち切られ、場合によっては、返

還義務が生じます。 

また、毎年、家計基準が確認され、支援区分（支援額）が見直されます。 
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８ 国立高等専門学校機構における入学料・授業料等の免除及び徴収猶予 

以下の事由により、入学料・授業料等は、免除又は徴収猶予されることがあります。 

(1) 入学料免除（免除額は全額又は半額） 

① 入学前１年以内において、学生の学資を主として負担している者（以下「学資負担者」と

いう。）が死亡した場合又は対象入学者若しくは学資負担者が風水害等の災害を受けた場合 

② 前号に準ずる場合であり、かつ、校長が相当と認める事由がある場合 

(2) 入学料徴収猶予 

① 経済的理由によって納付期限までに納付が困難な場合(※１別に定める家計基準を満たす

場合をいう。）であり、かつ、学業優秀と認められる場合(※２別に定める学力基準を満た

す場合をいう。） 

② 入学前１年以内において、学資負担者が死亡した場合又は当該入学者若しくは学資負担者

が風水害等の災害を受け、入学料の納付期限までに納付が困難であると認められる場合(※１

別に定める家計基準を満たす場合をいう。） 

③ その他やむを得ない事由があると認められる場合 

(3) 授業料免除（免除額は全額又は半額） 

① 免除算定基準日(※３原則として、前期の授業料にあっては４月１日、後期の授業料にあっ

ては１０月１日をいう。）前６月以内（入学した日の属する期分の授業料を免除する場合は、

入学前１年以内）において、学資負担者が死亡した場合又は対象学生若しくは学資負担者が

風水害等の災害を受けた場合 

② 前号に準ずる場合であり、かつ、校長が相当と認める事由がある場合 

(4) 寄宿料免除 

学資負担者が死亡し、又は、学生若しくは学資負担者が風水害等の災害を受け、納付が著し

く困難であると認められる場合（当該事由の発生した日の属する月の翌月から６月間の範囲

内において必要と認められた期間） 

※１「家計基準を満たす場合」は、免除算定基準日における対象学生が属する世帯の一年間の

総所得金額が別途定める収入基準額以下である場合をいう。 

※２「学力基準を満たす者」とは、以下に定める基準に該当する者をいう。 

(1) ① 学科生（第一学年に限る。）及び編入学生（編入１年目の者に限る。） 

授業料免除を行う期に応じ、次に定める基準に該当すること。 

前期 中学校（編入学生は、直前に在籍していた学校）在学時の成績又は入学

試験の成績が入学者の上位３分の２以上であること若しくは校長がそれ

らと同等の学力があると認めること。 

後期 授業料免除を行う期の直前の学期における成績が上位３分の２以上である

こと又は校長がそれと同等の学力があると認めること。 

② ①に掲げる以外の学生 

授業料免除を行う期の直前の期において、各学校が定める標準単位数を修得し、      

成績が上位３分の２以上であること又は校長がそれらと同等の学力があると認め

ること。 
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(2) (1)において、対象学生の休学により、成績（入学試験の成績を除く。）の状況を

判断することが困難であると認められる場合は、休学する前の期の成績により判断す

るものとする。 

※ ただし、母子・父子家庭、生活保護世帯等経済的困窮度が著しく高く特別の事情

がある者については、条件が緩和される。なお、直前の期における修得単位が皆無

若しくは極めて少ない者、留年している者（授業料免除の対象者を選考するとき

において同一学年に留まっている者をいう。）は、病気、留学など特別な事由が

あると認められる場合を除き、免除の対象とはならない。 

※３「免除算定基準日」は、原則として、前期の授業料にあっては４月１日、後期の授業料に

あっては１０月１日をいうが、真にやむを得ない事由により当該日以降に対象学生の学資を主

として負担している者（以下「学資負担者」という。）の失職等、著しい家計の急変があった

と校長が認める場合には、各学校が定める授業料免除等の申請期限を免除算定基準日とするこ

とができる。 
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９ 奨 学 金 
 

(1) 日本学生支援機構貸与型奨学金 

日本学生支援機構の関係法令に基づき、経済的理由により修学が困難な学生に対し、奨学金 

が貸与されます。 

 

◇奨学金の貸与月額◇ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※高等教育の修学支援新制度による日本学生支援機構給付型奨学金と第一種奨学金を併せて 

受ける場合、第一種奨学金の貸与月額が調整（減額又は増額）されることがあります。 

(2) 愛媛県奨学金（在学採用） 

保護者が愛媛県内に居住する優秀な学生であって、経済的理由により修学困難な者に対し、

奨学金が貸与されます。(日本学生支援機構貸与型奨学金等、他の奨学金と重複貸与ができない

ことがあります。） 

◇奨学金の貸与月額◇ 

 

 

 

 

 

 

(3) その他奨学金 

上記のほかに、経済的理由により修学困難な学生に対し、自治体及び民間等の奨学金がありま

す。 

    奨学金の種類 区 分 
貸 与 月 額 

自 宅 自 宅 外 

第 一 種 

（無利子貸与） 

４ ,５年生 

専 攻 科 生 

最高月額 

４５,０００円 

最高月額以外の月額 

３０,０００円 
２０,０００円 

 

最高月額 

５１,０００円 
最高月額以外の月額 

４０,０００円 
３０,０００円 
２０,０００円 

● 自宅・自宅外生において、上記から希望する額を選択できます。 

第 二 種 

４,５年生及び 

専攻科生対象 

（有利子貸与） 

 

● 月額 20,000円・30,000円・40,000円・50,000円・ 
60,000円・70,000円・80,000円・90,000円・ 
100,000円・110,000円・120,000円から希望する額を 
選択できます。 

 
● 入学時特別増額貸与奨学金（専攻科新入生・編入学生のみ対象） 
は、100,000円・200,000円・300,00円・400,000円・ 
500,000円から希望する額を選択できます。 

 

区 分 貸 与 月 額 

１～５年生 

自 宅 自 宅 外 

5,000円･10,000円･15,000円･

18,000円 

5,000円･10,000円･15,000円･

20,000円･23,000円 
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１０ 卒業後の進路 

(1) 就 職 

産業界は高専卒業者に対して、高い評価と大きな期待を寄せています。本校の場合、全学科

に対して約１０倍を超える安定した求人があり、ほぼ１００％の就職率を誇っています。それ

ぞれの学科の特徴を活かし、広い分野で、また広い地域で活躍しています。 

本校の卒業生は専門的知識の高いことなどが評価され、毎年多くの企業から継続的な求人が

寄せられています。卒業生の進出分野は広く、それぞれの仕事の内容は異なりますが、これら

の企業で期待される幹部要員として、研究・開発設計、生産管理、情報処理など様々な分野で

活躍しています。 

(2) 進 学 

高専卒業後も勉強や研究を進めたい学生のために、高専専攻科及び大学編入学制度が設けら

れています。 

高専専攻科は、高専５年間の課程卒業者を対象にさらに深く教育研究を行えるように設けら

れた２年制の課程です。本校においても、「生産工学専攻」、「生物応用化学専攻」及び「電

子工学専攻」があり、専攻科修了者は、専攻科において６２単位以上を修得の上、大学改革支

援・学位授与機構に申請し、その審査に合格することにより学士（工学）の学位を取得でき、

大学院へ進学することも可能です。 

大学への編入学制度は、主として高専本科卒業生を対象として、４年制大学の３年次に編

入学できます。特に高専と強く連携している大学として長岡技術科学大学と豊橋技術科学大学

があり、大学院修士課程、博士課程も設置されています。また、ほとんどの国公私立大学で

は、３年次に編入学でき、しかも高専卒業生のための特別な入学定員枠が設けられている大学

もあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


